































































































































































































































































































































































































































































する。また処分業につき許可制が採られ（同法14条 6項、14条の 4第 6項）、そ


























































































































































格拡大判例にも当てはまるように思われる。現に行訴法 9条 2項の第 4考慮事
項に関わって（104）、その含意が「思考実験」にあることは、他の論者によって
も指摘されてきた。





























































































（ 6）　主婦連ジュース事件（最判昭和53年 3月14日：民集32巻 2号211頁）と、長沼ナイキ

























































































































































































































































































































































東洋法学　第63巻第 3号（2020年 3 月）
35
ての事業者の活動につき、周辺住民が事業者相手に民事差止訴訟などを通じて争う余地
については措いている。
（110）　拙稿・前掲注（ 4）52頁参照。
（111）　前掲注（ 1）参照。
（112）　「形式的行政処分」とは、救済の便宜のために、必要がある場合に行政行為以外の行
為にも処分性を拡大し取消訴訟の利用を認めようとする有力説である。代表的な論者と
して原田・前掲注（ 1）386頁以下等参照。関連して拙稿「処分性拡大論に関する一考
察」洋法56巻 3号（2013年） 1頁以下等参照。
（113）　関連して、司法研修所編『改訂 行政事件訴訟の一般的問題に関する実務的研究』（法
曹会、2000年）89頁以下や、拙稿・前掲注（112）35頁等参照。
（114）　拙稿「処分性の要件に関する一考察」洋法61巻 1号（2017年） 1頁以下等参照。
（115）　例えば労災就学援護費不支給決定事件（最判平成15年 9月 4日：判時1841号89頁）
や、食品衛生法違反通知事件（最判平成16年 4月26日：民集58巻 4号989頁）等参照。
（116）　原田尚彦『訴えの利益』（弘文堂、1973年） 1頁以下や、亘理・前掲注（ 3）213頁
以下等参照。
 ―たかぎ　ひでゆき・東洋大学法学部教授―
36
原告適格と処分性〔髙木　英行〕
